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Ⅰ　は じ め に

教育水準は賃金を規定する重要な要因である
（Card 1999；安井・佐野 2009）。そのため，その
教育水準を規定する要因の解明は世代間の貧困の
連鎖に関する議論と密接に関係している（Solon 
1999；佐藤・吉田 2007）。教育を受ける機会が平
等ならば，世代間で貧困が継承される可能性は小
さいが，親の意思決定や行動が子供の教育水準に
影響を与えているならば，必ずしも子供の教育水
準は高まらない。親の意思決定や行動は所得階層
を決定する 1 つの要因として注目され，経済学だ

けでなく教育学や社会学などにおいて研究が進ん
でいる（Haveman and Wolfe 1995）1）。

いつ出産するかも親の意思決定の 1 つであろ
う。それゆえ，いつ産むかのタイミングが子供の
アウトカムに与える影響を分析した研究が存在
し，とりわけ母親の若年出産が子供の教育水準に
与える影響が注目されてきた。これまでの研究か
ら若年で子供を出産した女性は，出産により本人
の経済状態が悪化するだけではなく，その子供の
教育水準も低下させることが海外における先行研
究で指摘されている。若年出産による貧困の世代
間連鎖の発生である。しかしながら，若年出産が
貧困の世代間連鎖を引き起こす真の原因を明らか
にしないと，正しい政策的な対応を採ることは不
可能である。若年出産のために，母親本人の教育
水準が低下したり，就業ができなくなることか
ら，子育ての経済力が低下することが子供の教育
水準の低下を招いているのであれば，母親に対す
る子育て支援や経済的支援をすることが貧困の連
鎖を阻止することになる。しかし，若年期に出産
することそれ自身が，母親の未熟な子育てを招い
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若年で子供を出産した女性は，本人の人的資本を蓄積する機会を逸失するだけではなく，
その子供の教育水準も低下させることが指摘されている。しかし，このような世代間連鎖
の因果関係を明らかにした研究はそれほど多くない。本稿は，子供の兄弟姉妹の学歴や生
まれ年がわかる個票データを用いて，子供の教育水準に対する母親の若年出産の影響を推
定した。分析の結果，子供の教育水準に対して，母親の若年出産そのものの直接的な影響
よりも，母親の若年出産の意思決定と関係する親の経済水準や母親の選好といった間接的
な影響が大きいことを発見した。つまり，母親の若年出産そのものは子供の教育水準に対
して有意に影響を与えないことが明らかとなった。
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たり，子供や母親自身に医学的な問題を引き起こ
すのであれば，経済的支援を行うことは，必ずし
も有効な政策ではない。つまり，若年で子供を出
産するという母親の意思決定は世代間にわたる貧
困の継承や契機となる可能性があるため，母親の
若年出産の子供に対する影響を明らかにすること
は貧困メカニズムの解明のための重要な研究課題
である。

母親の若年出産によって母親の人的資本を蓄積
する機会を逸失し，母親の就業や賃金に負の影響
を与えることが明らかとなっている。例えば，
Klepinger,  Lundberg  and  protnick（1999）や
Miller（2009a）は，母親の若年出産は母親自身の
人的資本を蓄積する機会を失うことから，母親の
賃金を低下させることを明らかにした。母親の人
的資本は直接的な経路と子供の教育投資を介する
間接的な経路を介して，子供の教育水準に影響を
与えることが指摘されている（Miller 2009b）。

本稿は，若年出産が子供の教育水準に与える影
響を計量経済学的手法で明らかにし，若年出産に
対する政策的対応策を考えるための知見を得るこ
とを目的としている。欧米の先進諸国と比べて日
本において若年に出産する女性は少ないが，母親
の若年出産が子供の教育水準に影響するかどうか
は，若年の低所得層の増加や少子化が進行してい
る日本において重要な問題である。子供の教育水
準に対して若年出産それ自身の影響かそれとも経
済的問題の影響が大きいかを明らかにできれば，
低所得家庭の子供への経済的支援あるいは，親へ
のサポートの方法を考えるための基礎的情報を提
供できる。また，現在行われている様々な少子化
政策の影響で若年出産が今後増える可能性があ
り，日本において若年出産に注目する意義は小さ
くない。

これまでの研究結果から，母親の若年出産と子
供の教育水準の負の相関の存在は明らかとなって
いるが，その因果関係については明確なコンセン
サスはない。その理由は，母親の若年出産が子供
に与える影響を推定するためには，観察できない
家族要因を捉える必要があり，それが困難だから
である。母親の若年出産と子供の教育水準の両方
に相関する要因を考慮して若年出産の影響を推定

しなければ，母親の若年出産が子供の教育水準を
低下させているのか，それとも観察できない要因
が若年出産を通じて子供に影響しているのかを識
別できないのである。この問題をいかにして克服
するかが重要な論点である。

既存の研究は，若年出産の影響を識別するため
に，兄弟姉妹固定効果モデル（FE）や Propensity 
Score Matching 法（PSM）を用いて，母親の若年
出産が子供の教育水準に与える影響を分析してい
る。Angrist and Lavy（1996）は，Geronimus and 
Korenman（1992）やRosenzweig and Wolpin（1995）
などを含めたそれまでの実証研究のサンプルサイ
ズが小さいことを指摘し，アメリカの大規模な調
査データである Current Population Survey を用
いて，母親の若年出産や高齢出産が子供の留年確
率などに与える影響を分析した。分析の結果，若
年出産は子供の教育水準に負の影響を与えている
ことを示した。イギリスのデータを用いた研究と
して，Francesconi（2008）がある。Francesconi

（2008） は， イ ギ リ ス の パ ネ ル デ ー タ で あ る
British Household Panel Survey を用いて母親の
若年出産が子供の教育水準や子供の若年出産に与
える影響を分析した。若年出産の影響を識別する
ため，FE などいくつかの推定方法を用いて分析
し，いずれの推定方法によっても母の若年出産
は，子供の教育水準や所得を低下させているこ
と，子供の若年出産確率を高めていることを明ら
かにした。

日本において母親の若年出産が子供の教育水準
に与える影響を分析したのは，坂本（2009）のみ
である。坂本（2009）は PSM によって識別の問
題に対応し，若年出産は子供の教育年数や大学卒
業確率を低下させ，子供の若年出産確率を高める
ことを確認した。しかしながら，坂本（2009）は，
女性を対象にしている『消費生活に関するパネル
調査』を用いているので，母親の若年出産が女性
の子供に与える影響のみを分析の対象としてい
る。また，PSM が一致推定量を得るための前提
が成立しているかどうかを検証することは難しい
という Ermisch, Francesconi and Pevalin（2004）
の指摘があり，坂本（2009）と異なったアプロー
チで分析する意義は少なくない。本稿は，日本の
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データを用いて男女の子供の教育水準に与える影
響に注目して，兄弟姉妹固定効果モデル（FE），親
の経済状況や母親の出産に関する選好を制御した
モデル，さらに若年出産の永続的影響を推定した。

これまでの研究では，母親の若年出産が子供の
教育水準に与える影響をいかにして識別するかに
焦点が集められてきたが，母親の若年出産がどう
いった経路を通じて子供の教育水準を低下させる
のかについて十分に議論されてこなかったように
思われる。本稿では，母親の若年出産の影響を母
親の若年出産に起因する直接的影響と若年出産の
意思決定と関係する親の経済水準などの間接的影
響を分けて分析する。母親の若年出産が子供に影
響する経路によって考えるべき政策が異なるの
で，直接的影響とその他の間接的影響，例えば若
年出産と関係する親の経済的要因と母親の選好を
分けて分析することは重要である。

論文の構成は以下のとおりである。Ⅱで日本に
おいて出産年齢がどのように推移してきたのか確
認する。Ⅲは，若年出産の影響について整理す
る。Ⅳで推定方法を説明するとともに，それぞれ
の推定方法の問題点と若年出産の推定値の予想さ
れるバイアスの方向を議論する。Ⅴは，分析に用
いるデータを説明し，分析に用いるデータと集計
データと比較する。Ⅵは，分析結果を示す。論文
のまとめをⅦで行う。

Ⅱ　若年出産の動向

UNICEF（2001）によれば，アメリカやイギリ
スにおける若年出産は他の先進国と比べて多いと
報告されている2）。そのため，母親の若年出産が
母親自身や子供に与える影響を分析した研究が数
多く存在する。

日本における 10 代の出産割合はどうだろうか。
図 1 は，厚生労働省『人口動態統計』から作成し
た 1925 年から 2004 年までの各年に出産した人の
年齢別割合を時系列に示したものである。分母は
各年の総出産人数で，分子は各年の年齢別の出産
人数である。例えば，1960 年の総出生数は 160
万 6041 人で，そのうち 1960 年に 15 歳から 19 歳
で出産した母親は 1 万 9739 人であり，1960 年に
おける 15 歳から 19 歳の出産比率は 1.2％である。
若年の出産比率に注目すると，1940 年まで 5％か
ら 6％であったが，1950 年代以降は 1％から 2％
で推移している。イギリスやアメリカと比べて，
日本における 10 代の出産割合は非常に少ない。

日本において若年出産の割合は低いが，母親の
若年出産の影響が今後注目される理由は少なくと
も 2 点挙げることができる。第一は，近年におい
て子供の教育水準に対する母親の若年出産の影響
が大きくなると予想される点である。第二は，今

図１　年齢別の出産比率

出所：厚生労働省『人口動態統計』。
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後若年出産が増加する可能性がある点である。
近年において子供の教育水準に対する母親の若

年出産の影響が大きくなると予想される理由とし
て，若年出産を選択する母親の経済状況が脆弱に
なってきている可能性がある。図 2 は 19 歳以下
の非嫡出子の割合の推移を示した図である。この
図から，19 歳以下で第一子を出産する母親の割
合は 1970 年から 2009 年までほぼ一定であるが，
19 歳以下で第一子を出産した母親のうち子供が
非嫡出子の割合は 6％から 16％と増加している。
つまり，若年出産を選択した母親が母子家庭とな
る可能性が高くなってきていることが推察され
る。母子家庭は一般的に経済水準が低く，家庭の
経済水準は子供の教育水準に影響する可能性が高
い。

図 3 は，第一子の出生数のうち結婚期間が妊娠
期間より短い出生割合の推移（婚前妊娠結婚の推
移）を示している。結婚期間が妊娠期間より短い
出生割合は全体として 13％から 27％に増加して
いる。特に，第一子を 15 歳から 19 歳に出産した
若年において婚前妊娠結婚が急増している。婚前
妊娠結婚が親の計画性や時間選好率と関係してい
るならば，母親の若年出産は子供の教育水準に影
響を与える可能性がある。

若年出産を選択する母親が今後増加する第一の
理由として，現在行われている子ども手当など

様々な政策の影響が挙げられる。第二の理由は，
若年において中絶率が増加していることが挙げら
れる。図 4 は妊娠数に対する中絶の割合の推移を
表している。全体として中絶数は減少傾向にある
が，19 歳以下の中絶については増加している。
19 歳以下の出産割合が微増であるなかでの 19 歳
以下の中絶数の増加は，潜在的な若年出産数が増
加していることを示している。

以上より，日本の若年出産の割合は欧米諸国と
比較して決して高くないが，今後若年に出産する
母親が増加する可能性や若年出産が子供の教育水
準に与える効果が変化する可能性がある。今後貧
困に対する政策の策定や効果を議論する上で，本
稿の分析は基礎的な知見を与えると期待される。

Ⅲ　若年出産の影響

本節は母親の若年出産が子供に与える影響を整
理し，若年出産が子供に与える影響をいくつかの
経路に分類する。

本稿において子供の教育水準に対する母親の若
年出産そのものに起因する影響を直接的な影響を
母親の若年出産の直接的影響とし，母親の若年出
産の意思決定に関係する親の経済水準や母親の選
好の影響を若年出産の間接的影響とする。特に，
親の経済水準の影響と若年出産そのものの影響を

図２　19歳以下の非嫡出子割合の推移
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識別することは貧困政策を議論する上で重要な論
点である。

さらに，子供の教育水準に対する母親の若年出
産の影響は 2 つに分類する。第一は，母親の若年
出産がその若年に出産した子供のみに与える影響
である。若年に出産した子供のみに影響を与え，
同じ母親から生まれたが，母親が若年に出産しな
かった子供には影響を与えない。本稿においてこ
の影響を母親の若年出産の一時的な影響と呼ぶ。
医学的な影響や出産の準備不足の影響がこの一時
的な影響である。医学的な影響とは，若年で妊娠
すること自体が母親または胎児の身体に影響する
ものである。佐藤他（1991）は若い妊婦ほど妊娠
高血圧症候群が多いことを指摘しており，これが
医学的な影響と分類される。出産の準備不足の影
響とは，若年であるために出産に関する知識が乏
しいことが子供に影響するものである。佐藤他

（1991）は母親の年齢が低い妊婦ほど初診時の妊
娠週数が経過し，その母親の新生児は低体重であ
ることを明らかにしており，母親の若年による知
識の欠如が子供に負の影響を与える可能性を示し
ている。

第二は，母親の若年出産の経験は若年に出産し
た子供だけでなく，その後に出産した子供にも影
響を与える影響である。本稿においてこの影響を
母親の若年出産の永続的な影響と呼ぶ。永続的な
影響として，若年に出産することによって母親自
身の人的資本を蓄積する機会の喪失が考えられ
る。つまり，妊娠によって進学を諦めたり，学校
を中退する場合である。Miller（2009b）は，母親
の初産を遅らせることで子供の算数や読み書きの
スコアが高まることを明らかにしており，母親の
人的資本の蓄積が子供の教育水準に影響する可能
性を示唆している。以上のように，母親の若年出
産そのものに起因する直接的影響には，一時的影
響だけでなく永続的な影響も含まれる。

以上のような分類を行ったが，本当に若年出産
に起因しているのか，さらに，若年出産の影響が
永続的なのか一時的なのか明確でない影響があ
る。例えば，平尾・上野（2005）は，若年で出産
した母親は子供よりも自身を優先して行動する傾
向があることを指摘しているが，この行動は，若
年であるために精神的に未熟だから自分を優先す
るのか，もともと自分を優先する選好を持ち，こ
のような選好を持っている母親が若年出産しやす
いのか明らかではない。前者は年齢を経れば精神
的に成長するので，一時的で直接的な影響であ
る。しかし，後者は母親の選好が子供に影響を与
えているので，若年出産に起因する直接的影響で
はない。同様に，若年出産した母親は離婚しやす
いとしても，これは離婚しやすい選好が若年出産
の意思決定と子供の教育水準に影響を与えている
可能性がある。本稿で分類した若年出産の影響は
必ずしも明確ではないが，経済的影響と若年出産
の直接的影響を区別することは重要であるので，
この点に注意して分析する。

図３　第一子の出生数のうち結婚期間が妊娠期間より短い出生割合の推移
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出所：厚生労働省『平成17年度人口動態統計特殊報告』。

図４　中絶率の推移

出所：厚生労働省『母体保護統計』と『衛生行政報告例』。
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Ⅳ　推 定 方 法

1　最小二乗法（OLS）

母親の若年出産が子供の教育水準に与える影響
を推定するためには，セレクションバイアスが問
題となる。以下では，本稿で行う推定方法を紹介
するとともに，どのような条件のもとでバイアス
なく推定できるかを議論し，さらに，推定方法ご
とで予想されるバイアスについても議論する。

まず，ベンチマークとして以下の推定モデルを
最小二乗法（OLS）で推定する3）。

edu i = α + π ybi + X iβ + Zi γ + u i   （1）　

edui は子供 i の教育年数，ybi は子供 i の母が若
年で出産した場合に 1 をとるダミー変数，ui は i
について独立で平均ゼロの同一の分布に従う誤差
項である。両親の属性ベクトル Xi は，母の生まれ
年ダミー，父と母の年齢差，父と母の学歴ダミー，
兄弟数，子供が 15 歳の頃の居住都道府県ダミー
である。子供の属性ベクトル Zi は，子供の生ま
れ年ダミー，男性ダミー，長子ダミーである。パ
ラメータπは母親の若年出産の影響を表す。

このモデルの推定から一致推定値を得るための
条件は， edu0 i , edu1i{ } ybi Xi , Zi である4）。つま
り，母親の若年出産の意思決定について観察でき
る情報で条件づけたとき，母親の若年出産の意思
決定と子供の教育年数は独立となり，OLS でも
若年出産の影響をバイアスなく推定することがで
きる5）。

若年出産に起因する非経済的影響を識別するた
めには，若年出産に関係する経済的影響を制御す
る必要がある。さらに，若年出産に起因する影響
を抽出するためには，若年出産の意思決定と子供
の教育水準の両方に相関する母親の出産に関する
選好も制御する必要がある。しかし，実際に親の
経済状況や母親の選好の情報を得ることは難し
い。したがって，（1）式の推定値πにはバイアス
が生じる可能性が高い。以下では経済的要因を制
御しない場合と母親の選好を制御しない場合，そ
れぞれに生じるバイアスの方向を議論する。

まず，経済的要因があったとき，推定値πにど

のようなバイアスが生じるのかを考える。親の経
済水準を恒常的経済水準と一時的経済水準に分
け，兄弟姉妹間で異ならない経済水準を恒常的経
済水準とし，兄弟姉妹間で異なる経済水準を一時
的経済水準とする。まず，親の恒常的経済水準が
観察できない場合に生じるバイアスについて説明
する。先行研究で指摘されているように若年に出
産する母親は教育水準が低いと考えられる6）。教
育水準が高いほど親の恒常的経済水準は高いの
で，恒常的経済水準と若年出産する確率の相関は
負である。この場合，親の恒常的経済水準を明示
的に説明変数に加えたモデルの若年出産の推定値
が負であるとすると，親の恒常的経済水準が脱落
しているモデルの若年出産の推定値は下方バイア
スが存在する。

次に，親の一時的経済水準が観察できない場合
を考えよう。兄弟姉妹間で異なる一時的経済水準
と若年出産する確率の間に負の関係があると予想
される。その理由は，若年で出産する親は人的資
本と保有資産ともに少ないと予想されるので，流
動性制約に直面する可能性が高いことが挙げられ
る。第一子が生まれたときに親の経済水準が低い
ために，第一子に十分な投資をできないが，第二
子以降は親の経済水準が改善し十分な投資を行え
るといった状況が考えられる。このように親の一
時的経済水準と子供の教育水準との間に正の相関
があるならば，この場合も若年出産の推定値は下
方バイアスを持つ。

母親の若年出産の直接的影響と親の恒常的経済
水準を介した間接的影響を識別するため，（1）式
に親の恒常的経済水準の代理変数を加えて推定す
る。親の恒常的経済水準が子供の教育水準に影響
を与える 2 つの経路を考える。第一は直接子供の
教育水準に影響を与える経路，第二は親の恒常的
経済水準が若年出産に影響を介する経路である。
この 2 つの経路を識別するために，親の恒常的経
済水準だけでなく若年出産ダミーと親の恒常的経
済水準の交差項を加えた推定モデルを考える。

edu i = α + π ybi + ξ ybi × econ i + δ econ i

+ X iβ + Zi γ + u i
 （2）　

（1）式と異なるのは，親の恒常的経済水準を示す
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変数 econi と，その交差項 ybi × econi が加わっ
ている点である7）。（2）式は，母親の若年出産が
子供の教育水準に与える影響が，親の恒常的経済
水準によって異なることを考慮したモデルである。

若年出産の直接的影響が存在するならば，親の
経済水準に関係なく母親の若年出産は子供の教育
水準に影響するはずである。したがって，（2）式
で検証する仮説は，「若年出産に起因する非経済
的影響が存在するなら，親の恒常的経済水準が高
いグループにおいても，若年出産は子供の教育水
準に負の影響を与える」である。つまり，交差項
の係数ξに注目する。
（2）式で一致推定量を得るための条件は，
edu0 i , edu1i{ } ybi Xi , Zi , econi である。つまり，

たとえ，親の一時所得があったとしても，その影
響は親の若年出産または子供の教育水準と独立で
ある場合に，（2）式の推定から若年出産の影響を
識別することができる。しかし，観察できない親
の一時所得が，母親の若年出産の意思決定と子供
の教育水準の両方と相関をもつならば，条件付き
独立の仮定は満たされず，先に議論したように，

（2）式の係数πとξに下方バイアスが生じること
が予想される。

次に，母親の若年出産の意思決定と子供の教育
水準の両方に関係する母親の出産に関する選好が
観察できないとき，（1）式の推定値πに生じるバ
イアスについて考える。このような母親の出産に
関係する選好として，将来を考えて行動するかど
うか，つまり計画性や時間選好率が考えられる8）。
時間選好率は異時点間の意思決定に関する選好で
あり，Kubota  et  al.（2010）は我慢強い親は子供
の将来のことを考えて子供を厳しくしつける一方
で，近視眼的な親は子供を甘やかすことを明らか
にしている。子供を甘やかす親は子供の教育に熱
心でないとすると，計画的でない近視眼的な母親
は若年に出産する確率を高めるとともに子供の教
育水準を低下させる可能性がある。また，自身の
教育の収益率が低いことを知っている母親は進学
を選択しないので，若年に結婚し出産する可能性
が高い。母親の教育の収益率が子供の収益率と関
係しているならば，母親の教育の収益率は子供の
教育水準と自身の若年出産する確率の両方と関係

を持つ。この選好が観察されない場合，（1）式の
推定値πに下方バイアスが生じることが予想され
る。

母親の若年出産の影響と母親の出産に関する選
好の影響を識別するため，（1）式に母親の出産に
関する選好の代理変数を加えて推定する。

edu i = α + π ybi + ξ
β

meani + δ sd i

+ Xi + Zi γ + u i
  （3）　

（3）は，（1）式に母親の出産に関する選好を示す
変数である母親の出産年齢の平均値 meani と標
準偏差 sdi を加えている9）。母親の出産年齢の平
均値は，母の教育の収益率を代理しており，出産
年齢の標準偏差は母親の出産に関する計画性また
は時間選好率を代理しているとする。上記のバイ
アスの議論が正しいならば，（3）式を推定して得
られるπの値は（1）式より大きくなるはずである。

残念ながら，親の恒常的経済水準の代理変数と
母親の出産に関する選好の代理変数の両方を含ん
だデータが得られないため，本稿では両方を制御
した分析はできない。

2　兄弟姉妹間固定効果モデル（FE）

代理変数では，親の観察できない特性をすべて
制御することは難しいだろう。さらに親の恒常的
経済水準を代理する変数の妥当性の問題も残る。
これらの観察できない特性を制御するために，兄
弟姉妹固定効果モデル（FE）を推定する。この
推定方法は，兄弟姉妹間の教育水準の差の情報を
使用して，兄弟姉妹間で共通の影響を除去して若
年出産の影響を計測することができる。つまり，
母が 21 歳以下の時に生まれた子供がほかの兄弟
と比べて教育年数が低いかどうかを検証してい
る。FE は，親の恒常的経済水準など兄弟姉妹間
で共通する観察できない要因をすべて制御するこ
とが可能なので，OLS の推定値と比べてバイア
スが小さいと考えられている10）。推定モデルは以
下のとおりである。

edu ij = ybij + Z ij ψφ + ν j + ε ij   （4）　

ここで，eduij は家族 j における子供 i の教育年数
または大学卒業ダミー，ybij は家族 j における子
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供 i の母がその子供を 21 歳以下で出産したかの
若年出産ダミー，Zij は家族 j における子供 i の属
性ベクトル，εij は i と j に関して独立で平均ゼロ
の同一分布に従う誤差項である。子供の属性ベク
トル Zij は，子供の生まれ年ダミー，男性ダミー，
長子ダミーである。家族 j における親の属性は兄
弟姉妹固定効果νj に含まれる。母親の若年出産
の効果を表すのはパラメータφである。

FE は若年に出産した子供のみに対する一時的
影響を推定していることに注意されたい。また，
FE は兄弟姉妹間で異ならない要因を制御できる
ことから，推定値のバイアスが少ないと指摘した
が，バイアスを完全に除去できるわけではない。
なぜなら，もし兄弟姉妹間で異なる親の一時所得
の影響が存在するならば，FE の推定値はその影
響を含むからである。仮に親の一時所得が上記で
議論したように，母親の出産年齢の意思決定と子
供の教育水準と相関しているならば，FE の係数
φに下方バイアス存在が予想される。したがっ
て，本稿で定義した若年出産の影響を過小に推定
する可能性がある。

Ⅴ　デ ー タ

1　データの概要

本稿で用いるデータは，大阪大学 COE プログ
ラム「アンケートと実験による行動マクロ動学」
の一環で 2008 年度に実施された『本調査』と
2006 年度に実施された『親子調査』を用いる。
『本調査』は，大阪大学 GCOE プログラム「ア

ンケートと実験による行動マクロ動学」の一環で
2009 年 1 月から 2 月にかけて実施されたアン
ケートである。このアンケートは，大阪大学が
2004 年から継続して同一家計を追跡調査するパ
ネルデータとなっており，今回使用したのは
2009 年の単年のデータである。この 2009 年の
データは全国から無作為に抽出された 20 歳以上
の 8000 人を対象に調査を行い，6181 人から回答
を得ている。本調査は，回答者と回答者の親につ
いての生まれ年と学歴が得られるので，回答者を
子供とするデータセットである。

『親子調査』は，同じく「アンケートと実験に
よる行動マクロ動学」の一環で実施されたアン
ケート調査である。調査はスノーボール方式に
よって行われ，調査対象は調査の実施を委託した
中央調査社に登録しているパネルから抽出された
人で，その人に親子調査を依頼し，調査に承諾し
た人の親と子，さらに回答者の配偶者の親と子で
ある。調査は 2006 年 12 月から 2007 年 3 月にか
けて，郵送法により行われた。親子調査は親，兄
弟，子供の学歴などの情報が含まれているので，
家族固定効果モデルを推定することができるデー
タである。家族固定効果モデルを推定するため，
以下の 2 つのデータセットを合わせる。第一は，
回答者を親とするものである。第二は，回答者を
子供にするものである。この 2 つのデータセット
を合わせたデータで分析を行う。

2　分析データにおける若年出産の動向

本稿の分析では，本調査と親子調査の 2 つの
データを用いる。これらのデータの各年の出産年
齢の割合を日本の集計データと比較し，分析に用
いるデータが日本の母集団を代表しているかを確
認する。図 5 は，本調査，親子調査，人口動態統
計から作成した 10 年ごとの 10 代の出生率の推移
である11）。本調査と親子調査については，前後 5
年の平均値を計算している。1940 年は，本調査
と親子調査は人口動態統計と比べて，それぞれ 2
ポイント，4 ポイント高いが，1950 年以降は人口
動態統計とほぼ同水準で推移している。

図 6 は，本調査，親子調査，人口動態統計の各
年における 20 歳から 24 歳の出産比率の推移であ
る。本調査と親子調査は人口動態統計と同じく，
1965 年以降において下降トレンドを持っている
が，人口動態統計と比べて，本調査は 2 ポイント
から 4 ポイント，親子調査は 5 ポイントから 10
ポイント下回っている。

図 7 は，本調査，親子調査，人口動態統計の各
年における平均出産年齢の推移である。1940 年
においては，本調査と親子調査は人口動態統計と
比べて 1 歳以上低い。1945 年以降は，本調査と
親子調査ともに 1975 年まで下降し，それ以後は
上昇しており，人口動態統計と同じトレンドを
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持っている。しかし，親子調査は，1945 年以降
人口動態統計と比べて，1960 年以外すべての年
で平均出産年齢を上回っており，特に 1965 年以
降は 0.5 歳から 2 歳近く平均出産年齢が高い。

以上より分析に用いるデータは，19 歳以下の
出産比率については日本の母集団をほぼ代表して
いるが，20 歳から 24 歳の出産比率については日
本の母集団と比べて低い可能性がある。親子調査
については，日本の母集団と比べて平均出産年齢
が高い傾向にある。

出産年齢に分布について本調査と親子調査の間
に違いがあるのだろうか。これを確認するため，
本調査と親子調査の母親の出産年齢の分布を図 8

に示している。本調査では，母親の出産年齢が
13 歳以下と 50 歳以上は異常値として削除した。
また，親子調査においては，兄弟のいずれかが母
親の出産年齢が 13 歳以下と 50 歳以上で出生した
家族は異常値として削除した。図 8 より親子調査
は本調査と比べて 25 歳以下で出産した母親が少
なく，26 歳から 34 歳で出産した母親が多いこと
が確認される。

3　記述統計量

OLS，FE，PSM の分析結果比較するため，推
定に用いるサンプルは兄弟数が 2 人以上の回答者
に限定する12）。また，FE は兄弟間の教育水準の
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差に注目した推定方法であるため，双子の家族を
削除した。さらに，22 歳以下は大学を卒業して
いないと考えられるので，兄弟のいずれかが 22
歳以下の家族を削除した。本調査と親子調査は回
答者だけでなく配偶者についての学歴や親の情報
を含んでいるので，兄弟の数が 1 人の家族を含め
ると本調査の観測数は 7150，親子調査は 1831 と
なる。本調査と親子調査の兄弟分布に目立った違
いは見られない13）。

本稿で用いる変数の記述統計を表 1 に掲載して
いる。両親の学歴と生まれ年の情報に家欠損値が
ある場合，そのサンプルは排除している14）。親子
調査は，本調査と比べて子供の教育年数が 0.3 年
高い。特に大学卒業比率に関して，親子調査は本

調査に比べて 6 ポイント高い。子供の生まれ年に
注目すると，親子調査は本調査と比べて子供の生
まれ年の平均が 3 年高い。1970 年以降に生まれ
た比率をみると，親子調査は 31％に対して，本
調査は 22％である。つまり，親子調査と本調査
の教育年数や大学卒業比率の違いは，子供の生ま
れ年の違いによるものかもしれない。子供の男性
比率や長子比率，兄弟数，母親の生まれ年，母と
父の年齢差は親子調査と本調査はほぼ同じであ
る。父親の教育年数や母親の教育年数は親子調査
と本調査でほぼ変わらないが，父親の大学卒業比
率に関して親子調査は本調査に比べて 4 ポイント
高い。

親の恒常的経済水準は以下の質問の回答を用い

図７　平均出産年齢の推移
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る。
「あなたが 15歳のころ，あなたのご家庭の生
活水準」はどの程度だったとお考えですか。「もっ
とも豊か」を 10 点，「もっとも貧しい」を 0 点，

「中くらいの生活水準」を 5 点として，あなたの
育った家庭の生活水準は何点くらいになると思い
ますか。当てはまるものを 1 つ選び，番号に○
をつけてください。

 

（点）
も
っ
と
も
豊
か

も
っ
と
も
貧
し
い

10 9 8 7 6 5 4 3 2 1 0

この質問は本調査のみに含まれているので，本
調査のみを用いて分析を行う15）。また，親の生活
水準に関する質問は，配偶者には尋ねておらず，
回答者のみに尋ねているので，観測数は 3962 と
なる。

子供が 15 歳頃の親の生活水準を示す econi の
分布を確認しよう。表 1 から親の生活水準の平均

値は 4.82 であることが確認できる。15 歳のころ
の生活水準が 0～3 を低生活水準，4～6 を中生活
水準，7～10 を高生活水準とすると，それぞれ
23％，59％，17％であるので，中生活水準の親が
多数を占める。

表 2 は，母親の若年出産を 21 歳として，若年
出産の家族と非若年出産の家族の属性を比較した
結果を記載している。まず，子供の教育年数につ
いて非若年出産と若年出産で異なるかを確認す
る。本調査における非若年出産と若年出産の子供
の教育年数は，それぞれ 13.16 年，12.57 年で非
若年出産の子供の教育年数が有意に高い。親子調
査も同様若年出産の子供よりも非若年出産の子供
の教育年数が有意に 0.91 年高い。Welch の平均
値の差の検定の結果，母親が若年出産した子供は
有意に教育年数が低いことが確認される。次に，
父親と母親の年齢差をみると，本調査と親子調査
ともに，若年出産した家族における年齢差が有意
に大きいことが確認される。子供の兄弟数は，本
調査と親子調査ともに非若年出産と若年出産との

表１　記述統計量

本調査（N ＝ 6656） 親子調査（N ＝ 1769）

平均 標準偏差 最小値 最大値 平均 標準偏差 最小値 最大値

子供
教育年数 13.1 2.10 9 16 13.4 2.10 9 16
中学卒業ダミー 0.08 0.27 0 1 0.07 0.26 0 1
高校卒業ダミー 0.49 0.50 0 1 0.46 0.50 0 1
短大・高専卒業ダミー 0.16 0.37 0 1 0.15 0.36 0 1
大学卒業ダミー 0.26 0.44 0 1 0.32 0.47 0 1
生まれ年 1959 11 1940 1983 1962 11 1940 1983
1940～44 年生ダミー 0.10 0.30 0 1 0.06 0.23 0 1
1945～49 年生ダミー 0.13 0.34 0 1 0.11 0.32 0 1
1950～54 年生ダミー 0.14 0.35 0 1 0.14 0.35 0 1
1955～59 年生ダミー 0.13 0.34 0 1 0.11 0.32 0 1
1960～64 年生ダミー 0.14 0.35 0 1 0.13 0.33 0 1
1965～69 年生ダミー 0.13 0.34 0 1 0.13 0.34 0 1
1970～74 年生ダミー 0.12 0.33 0 1 0.15 0.36 0 1
1975～79 年生ダミー 0.07 0.25 0 1 0.11 0.31 0 1
1980～83 年生ダミー 0.03 0.18 0 1 0.05 0.22 0 1
年齢 49.51 11.08 26 69
男性ダミー 0.47 0.50 0 1 0.46 0.50 0 1
兄弟数 2.84 1.25 1 9 2.98 1.07 2 8
長子ダミー 0.36 0.48 0 1 0.37 0.48 0 1
一人っ子ダミー 0.07 0.25 0 1
15 歳の頃の生活水準 4.82 1.82 0 10
低生活水準ダミー 0.23 0.42 0 1
中生活水準ダミー 0.59 0.49 0 1
高生活水準ダミー 0.17 0.38 0 1
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間に差はない。最後に，非若年出産と若年出産の
親の教育年数についてみる。本調査と親子調査と
もに，若年出産した女性とその配偶者ともに教育
年数は非若年出産と比べて有意に低い。つまり，
教育水準が低い夫婦が若年に子供を出産する傾向
がある。

まとめると，表 2 から若年で子供を出産した女
性とその配偶者は，教育年数が低く，年齢差が大
きい，またその子供の教育年数が低いという特徴
を持つことが確認できる。

Ⅵ　推 定 結 果

1　本調査の推定結果

Ermisch and Francesconi（2001）や坂本（2009）
と同様，年齢 21 歳以下の出産を若年出産とする。
本調査を用いて母親の若年出産が子供の教育年数

に与える影響を推定した結果が表 3 である。分析
対象は，調査時点において 23 歳以上 66 歳以下の
子供，つまり，子供の生まれ年が 1940 年から
1983 年に限定している。（1）から（3）の観測数
は 6656 であるが，親の恒常的経済水準の代理変
数である子供が 15 歳ごろの親の生活水準は回答
者のみに質問しているので，（4）と（5）の観測
数は 3962 である。
（1）は子供の属性と親の生まれ年ダミーを制御

したモデルである。このモデルの若年出産の係数
は－0.59 で，係数がゼロであることを 1％有意水
準で棄却する。（2）は（1）に兄弟数と親の属性
を加えたモデルで，若年出産の係数は－0.41 で有
意である。親の属性を加えると若年出産の係数は
ゼロに近づく。親の教育水準は親の恒常的経済水
準を代理しているとすると，（1）の若年出産の推
定値は下方バイアスを持つというⅣの議論と整合
的である。（3）は（2）に都道府県ダミーを加え

表１　記述統計量（続き）

本調査（N ＝ 6656） 親子調査（N ＝ 1769）

平均 標準偏差 最小値 最大値 平均 標準偏差 最小値 最大値

親
出産年齢 27.6 4.60 14 48 27.7 4.10 16 42
21 歳以下出産ダミー 0.06 0.24 0 1 0.04 0.2 0 1
21 歳以下出産経験ダミー 0.11 0.31 0 1
母の生まれ年 1932 12 1893 1963 1934 11 1908 1958
母 1909 年以前生ダミー 0.03 0.17 0 1 0.001 0.03 0 1
母 1910～14 生ダミー 0.06 0.23 0 1 0.03 0.16 0 1
母 1915～19 生ダミー 0.08 0.28 0 1 0.10 0.31 0 1
母 1920～24 生ダミー 0.11 0.31 0 1 0.11 0.32 0 1
母 1925～29 生ダミー 0.14 0.35 0 1 0.11 0.32 0 1
母 1930～34 生ダミー 0.14 0.35 0 1 0.13 0.34 0 1
母 1935～39 生ダミー 0.14 0.34 0 1 0.14 0.35 0 1
母 1940～44 生ダミー 0.13 0.33 0 1 0.13 0.33 0 1
母 1945～49 生ダミー 0.10 0.30 0 1 0.16 0.37 0 1
母 1950 年以降生ダミー 0.07 0.26 0 1 0.08 0.27 0 1
父年齢－母年齢 3.40 3.50 －14 32 3.50 3.30 －7 23
父の教育年数 11.1 2.42 9 16 11.3 2.62 9 16
　中学卒業ダミー 0.50 0.50 0 1 0.47 0.50 0 1
　高校卒業ダミー 0.35 0.48 0 1 0.33 0.47 0 1
　短大・高専卒ダミー 0.01 0.09 0 1 0.01 0.12 0 1
　大学卒業ダミー 0.14 0.34 0 1 0.18 0.39 0 1
母の教育年数 10.7 1.90 9 16 10.8 2.00 9 16
　中学卒業ダミー 0.49 0.50 0 1 0.50 0.50 0 1
　高校卒業ダミー 0.44 0.50 0 1 0.40 0.49 0 1
　短大・高専卒ダミー 0.04 0.20 0 1 0.06 0.23 0 1
　大学卒業ダミー 0.03 0.17 0 1 0.04 0.21 0 1

注：15 歳ごろの生活水準は本調査で回答者のみに質問しており，観測数は 4270 である。
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て推定したが，（2）の推定結果とほぼ同じである。
（4）と（5）は，子供の教育水準と母親の意思

決定の両方に関係すると考えられる親の恒常的経
済水準の代理変数を制御したモデルである。親の
生活水準を加えても若年出産の係数は－0.49 であ
り，母親の若年出産は有意に子供の教育水準を低
下させる。（5）は（4）に若年出産と親の恒常的
経済水準の交差項を加えたモデルである。（5）で
注目する係数は若年出産ダミーと高生活水準ダ
ミーの交差項である。親の恒常的経済水準と関係
なく母親の若年出産の直接的影響が存在するなら
ば，恒常的経済水準が高い母親が若年出産しても
影響があるはずなので，母親の若年出産の非経済
的影響を交差項の係数から，若年出産の非経済的
影響の有無を判断できる。推定結果から恒常的経
済水準が低い家族の母親が若年出産すると子供の
教育年数に大きな影響を与える一方で，親の生活
水準が高い家族の母親が若年出産しても子供の教

育年数に影響を与えないことが確認できる。被説
明変数を大学卒業ダミーにしても，この傾向は変
わらない16）。したがって，子供の教育に対する母
親の若年出産の直接的影響は有意に観察されな
かった。

2　親子調査の推定結果

Ⅳで議論したように，OLS による推定結果は
観察できない要因によってバイアスが生じる可能
性があるので，表 3 の推定結果だけで若年出産の
影響を判断できない。次は，親子調査を用いて母
親の出産に関する選好を制御したモデルと兄弟姉
妹間固定効果モデル（FE）を推定する。その推
定結果を表 4 に掲載している。被説明変数は表 3
と同じく子供の教育年数で，個人数は 1769，家
族数は 668 である。（1）から（3）は OLS，（4）
と（5）は FE で推定した。表 4 の（2）の若年出
産の係数は－0.43 で，同じモデルの本調査の推定

表２　若年出産と非若年出産の比較

若年出産
観測数

本調査 親子調査

No Yes No  Yes
6237 419 1694 75

平均 平均 平均の差 平均 平均 平均の差

子供
教育年数 13.16 12.57 0.60* 13.40 12.49 0.91*
中学卒業ダミー 0.08 0.14 －0.06* 0.07 0.12 －0.05
高校卒業ダミー 0.49 0.56 －0.07* 0.45 0.59 －0.14*
短大・高専卒ダミー 0.17 0.11 0.05* 0.15 0.16 －0.01
大学卒業ダミー 0.27 0.19 0.07* 0.33 0.13 0.19*
出産年齢 28.08 19.96 8.13* 28.04 20.2 7.84*
生まれ年 1960 1956 4.01* 1962 1954 7.88*
1940～44 年生ダミー 0.09 0.17 －0.08* 0.05 0.15 －0.09*
1945～49 年生ダミー 0.13 0.20 －0.06* 0.11 0.23 －0.12*
1950～54 年生ダミー 0.14 0.17 －0.03 0.14 0.24 －0.10*
1955～59 年生ダミー 0.13 0.11 0.02 0.11 0.09 0.02
1960～64 年生ダミー 0.14 0.11 0.03 0.13 0.11 0.02
1965～69 年生ダミー 0.13 0.09 0.04* 0.14 0.07 0.07*
1970～74 年生ダミー 0.12 0.08 0.02* 0.15 0.07 0.09*
1975～79 年生ダミー 0.07 0.04 0.03* 0.11 0.05 0.06*
1980 年～生ダミー 0.04 0.03 0.01 0.05 0.00
年齢 49.26 53.27 －4.01* 43.74 51.63 －7.88*
男性ダミー 0.47 0.51 －0.05 0.47 0.43 0.04
兄弟数 2.97 2.97 0.00 2.97 3.17 －0.21
長子ダミー 0.36 0.76 －0.39* 0.35 0.84 －0.49*
15 歳の頃の生活水準  4.82 4.76 0.06
低生活水準ダミー 0.23 0.25 －0.02
中生活水準ダミー 0.59 0.60 －0.01
高生活水準ダミー 0.17 0.15 0.03
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表３　母親の若年出産が子供の教育年数に与える影響：本調査

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸

若年出産ダミー －0.59* －0.41* －0.40* －0.49*
（0.11） （0.11） （0.11） （0.14）

若年出産ダミー×低生活水準ダミー －0.70*
（0.25）

若年出産ダミー×中生活水準ダミー －0.40*
（0.18）

若年出産ダミー×高生活水準ダミー －0.51
（0.35）

低生活水準ダミー －0.60* －0.59*
（0.07） （0.07）

高生活水準ダミー 0.30* 0.31*
（0.08） （0.08）

男性ダミー Yes Yes Yes Yes Yes
長子ダミー Yes Yes Yes Yes Yes
子供の生まれ年 Yes Yes Yes Yes Yes
母の生まれ年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes
兄弟数 No Yes Yes Yes Yes
父　高校卒業ダミー No Yes Yes Yes Yes
母　大学卒業ダミー No Yes Yes Yes Yes
父と母の年齢差 No Yes Yes Yes Yes
都道府県ダミー No No Yes Yes Yes
定数項 Yes Yes Yes Yes Yes

決定係数　 0.08 0.23 0.24 0.26 0.26

注： 被説明変数は子供の教育年数である。本調査を用いて，子供の生まれ年が 1940 年から 1983 年を対象
にして，OLS で推定した。⑴から⑶の観測数は 6656 で，⑷と⑸は 3962 である。カッコ内は White の
頑健標準誤差である。* は有意水準 5%で有意であることを示す。

表４　母親の若年出産が子供の教育年数に与える影響：親子調査

OLS OLS OLS FE
⑴ ⑵ ⑶ ⑷

若年出産ダミー －0.80* －0.43 －0.28 －0.02
（0.24） （0.23） （0.23） （0.10）

母親の出産年齢の平均 0.06*
（0.03）

母親の出産年齢の標準偏差 －0.14*
（0.06）

男性ダミー Yes Yes Yes Yes
長子ダミー Yes Yes Yes Yes
子供の生まれ年 Yes Yes Yes Yes
母の生まれ年ダミー Yes Yes Yes No
兄弟数 No Yes Yes No
父　学歴ダミー No Yes Yes No
母　学歴ダミー No Yes Yes No
父と母の年齢差 No Yes Yes No
定数項 Yes Yes Yes Yes

観測数（家族数） 1769（668） 1769（668） 1769（668） 1769（668）
決定係数　 0.12 0.27 0.27 0.01

注： 被説明変数は子供の教育年数である。親子調査を用いて，子供の生まれ年が 1940 年か
ら 1983 年を対象にして推定を行った。個人の観測数は 1769 で，家族数は 668 である。
⑴から⑶のカッコ内は家族ごとで clustering した頑健標準誤差で，⑷のカッコ内は
White の頑健標準誤差である。* は有意水準 5%で有意であることを示す。
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結果とほぼ同様である。この結果は親子調査のサ
ンプリングに偏りがそれほど問題でないと解釈で
きよう。

母親の出産に関する選好が若年出産の推定値に
バイアスを引き起こす可能性をⅣで指摘した。こ
のバイアスを除去するために，母親の出産に関す
る選好の代理変数として母親の出産年齢の平均と
標準偏差を加えて推定した結果を（3）に記載し
ている。母親の出産に関する選好を制御すると，
若年出産の係数はゼロに近づき，係数は有意でな
くなる。この推定結果は，Ⅳの母親の出産に関す
る選好による下方バイアスの議論と整合的であ
る。さらに，母親の出産年齢の平均の係数は正で
有意であり，これは母親が人的資本を蓄積したの
ちに出産するという仮説と整合的である。母親の
出産年齢の標準偏差の係数は負で有意である。計
画的でない出産がある場合に母親の出産年齢の標
準偏差が大きくなるとするならば，この推定結果
は計画的でない近視眼的な母親は子供を厳しくし
つけないという Kubota  et  al.（2010）の結果と一
致する。
（4）は親子調査を FE で推定した結果である17）。

兄弟数，両親の学歴，両親の生まれ年は，兄弟姉
妹間で異なら影響に含まれるので説明変数から脱
落する。モデル（4）の若年出産の係数は－0.02
であり，OLS の結果と比べてゼロに近く有意で
はない。したがって，観察できない兄弟姉妹間で
共通の要因を制御すると，母親の若年出産は子供
の教育年数に影響を与えないことが明らかになっ
た。

FE において若年出産の影響を識別するために
使われるのは，若年出産した母親がいる家族の情
報である18）。仮に若年出産した母親の家族の多く
が第一子と第二子の年齢が近く，若年出産の影響
が第二子にも残っているならば，若年出産の負の
影響が過小に推定される可能性がある。表には掲
載していないが，この過小バイアスを確認するた
めに，若年出産ダミーと第一子と第二子の年齢差
の交差項を加えて推定した。第一子と第二子の年
齢差の平均は 2.98 歳である。21 歳以下で子供を
出産した母親の第一子と第二子の年齢差の平均値
は 3.36 歳で，非若年出産の母親のそれより有意

に高い19）。若年出産した推定の結果，交差項は有
意でなく，若年出産の係数は－0.08 で有意ではな
い。したがって，第一子と第二子の年齢が近いか
ら FE の若年出産の推定値が過小である可能性は
低い。

3　若年出産の恒常的影響

Ⅲで議論したように，母親の若年出産に起因す
る直接的影響は，若年に出産した子供のみに与え
る一時的な影響と，若年に出産した母親の子供全
員に与える恒常的影響に分類できる。表 4 の
OLS の分析結果は，前者の若年出産の一時的な
影響のみを推定してきた。したがって，若年出産
の恒常的影響が負ならば，その分だけ若年出産の
負の影響を過小に推定している可能性がある。表
5 は母親が 21 歳以前に出産した兄弟姉妹がいる
場合を 1 とし，それ以外の場合を 0 とする若年出
産経験ダミーを若年出産ダミーの代わりに加えて
推定した。親子調査には兄弟の生まれ年の情報が
含まれているが，本調査には兄弟の生まれ年が含
まれていないので，親子調査のみを用いて分析を
行った。表 5 のすべてのモデルの若年出産経験ダ
ミーの係数は表 4 の同様のモデルの若年出産ダ
ミーの係数より小さいが，母親の出産に関する選
好を制御したモデルの若年出産経験ダミーの係数
は－0.56 で有意ではない。このモデルには親の経
済的要因を制御していないので，下方バイアスが
生じている可能性がある。したがって，母親の若
年出産に起因する一時的影響と恒常的影響を合わ
せても，若年出産は子供の教育年数に影響を与え
ていないことが推察される。

4　出産年齢別・子供の生まれ年別の分析

これまでの結果から，本稿で定義した若年出産
に起因する直接的影響はほとんどないことが確認
できた。しかし，これらの結果は母親の若年出産
を先行研究に従い 21 歳以下と定義してきたもの
である。この定義を変えると推定結果が変わるか
を確認するために，若年出産の定義を 20 歳以下，
21 歳以下，……，25 歳以下として分析する。さ
らに，進学率や出産に関わる環境が時代とともに
変化しているので，母親の若年出産の影響が子供
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の生まれ年で異なる可能性がある。これを確認す
るために，子供の生まれ年を 1960 年から 1983 年
の比較的近年に生まれた子供に限定して分析も行
う。

表 6 は，表 3 の（5）のモデルを母親の若年出
産の定義を変えて推定した結果を掲載している。
パネル A は子供の生まれ年が 1940 年から 1983
年に限定した結果，パネル B は 1960 年から 1983
年に限定した結果である。表には，若年出産ダ
ミーと親の生活水準ダミーの交差項のみを掲載し
ている。（1）は若年出産を 20 歳以下の出産，（2）
は 21 歳以下，……，（6）は 25 歳以下として推定
した。若年出産の割合とは，列ごとの若年出産の
定義で，観測数のうち何％が若年出産したかを表
している。例えば，パネル A の（3）の結果は，
若年出産の定義が 23 歳以下の場合，観測される
3962 のうち 10％の 406 が母親の年齢が 23 歳以下
のときにその子供を出産したことを示している。

まず，パネル A の推定結果をみる。（1）の出
産年齢が 20 歳以下から（6）の 25 歳以下まで，
若年出産ダミーと高生活水準ダミーの交差項の係
数はすべて有意ではない。しかし，係数の大きさ

に注目すると，20 歳以下の係数が－0.67 で最も
小さく，若年出産の定義を広げるごとにその影響
はゼロに近づく。そのほかの交差項についても，
若年出産の定義を広げるごとに交差項の係数はゼ
ロに近づく。また，低生活水準の交差項の係数を
見ると，他の交差項の係数と比較して小さく，20
歳以下から 23 歳以下において負で有意である。
つまり，親の生活水準が低く，母親が若年に出産
すると子供の教育水準大きな負の影響を与えるこ
とが確認できる。

次に，パネル B の推定結果をみる。パネル B
は子供の生まれ年が 1960 年から 1983 年のサンプ
ルに限るため，観測数は 1935 となる。パネル B
の推定結果は，パネル A とほぼ同様であるが，
パネル A と異なっている点は，若年出産ダミー
と低生活水準ダミーの交差項の係数が大きく低下
していることである。つまり，比較的近年に限る
と，生活水準が低い家計において，母親の若年出
産は子供の教育年数を大きく低下させることが明
らかとなった。本稿の分析では，親の生活水準が
低い家計が若年出産しているのか，若年出産した
から生活水準が低いのかを明らかにできないが，

表５　母親の若年出産経験が子供の教育年数に与える影響：親子調査

OLS OLS OLS
⑴ ⑵ ⑶

若年出産経験ダミー －1.17* －0.71* －0.56
（0.28） （0.27） （0.29）

母親の出産年齢の平均 0.04
（0.03）

母親の出産年齢の標準偏差 －0.12
（0.07）

男性ダミー Yes Yes Yes
長子ダミー Yes Yes Yes
子供の生まれ年 Yes Yes Yes
母の生まれ年ダミー Yes Yes Yes
兄弟数 No Yes Yes
父　学歴ダミー No Yes Yes
母　学歴ダミー No Yes Yes
父と母の年齢差 No Yes Yes
定数項 Yes Yes Yes

観測数（家族数） 1769（668） 1769（668） 1769（668）
決定係数　 0.14 0.27 0.28

注： 被説明変数は子供の教育年数である。説明変数の若年出産経験ダミーは
母親が 21 歳以下で出産した経験がある場合を 1 とするダミー変数であ
る。親子調査を用いて，子供の生まれ年が 1940 年から 1983 年を対象に
して推定を行った。個人の観測数は 1769 で，家族数は 668 である。
カッコ内は家族ごとで clustering した頑健標準誤差である。* は有意水
準 5%で有意であることを示す。
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この点は若年出産を抑制すべきか，若年出産を選
択した家計に金銭的な補助を行うかを議論するう
えで重要な論点であるので，今後解決すべき問題
である。

表 7 は，親子調査を用いた分析結果の表 4 の
（3）と（4）のモデルを母親の若年出産の定義を
変えて推定した結果である20）。表 6 と同様，パネ
ル A は子供の生まれ年が 1940 年から 1983 年に
限定した結果，パネル B は 1960 年から 1983 年
に限定した結果である。表には，若年出産ダミー
のみを掲載している。表 7 のパネル A の推定結
果をみると，母親の出産に関する選好を制御した
OLS と兄弟姉妹間の固定効果を制御した FE の
推定結果ともに若年出産の係数は有意ではない。
次に，パネル B の推定結果を確認すると，パネ
ル A と比較して OLS と FE ともに 24 歳以下ま
での若年出産ダミーの係数が低下し，OLS の係
数は若年出産が 20 歳以下，22 歳以下，23 歳以下
の場合に負で有意となる。しかし，OLS の結果
は親の経済的要因を制御していないので，この推
定値に下方バイアスが生じている可能性がある。

最後に，なぜ近年において子供の教育水準に対

する母親の若年出産の影響が強くなっているのか
を考察しよう。近年，若年に出産する母親の割合
がそれほど変わっていない一方で，若年の非嫡出
子の出産や婚前妊娠の増加，中絶率の上昇がみら
れる21）。1986 年に男女雇用機会均等法が施行さ
れて女性の教育の収益率が高まったとすると，若
年に妊娠した女性の意思決定に自己選択が生じ，
教育の収益率が低い母親が若年出産した可能性が
ある。このように考えると，表 6 の近年生まれた
子供を対象にしたパネル B の若年出産ダミーと
低生活水準ダミーの交差項の係数が大きな負の値
をとっている結果を説明できる。しかしながら，
表 6 の分析は，代理変数の妥当性や若年出産した
から生活水準が低いのか，生活水準が低いから若
年出産したのかが明らかでない。この点の検証は
今後の研究課題である。

5　先行研究との比較 22）

イギリスのデータを用いて同様の推定方法で推
定した Francesconi（2008）の結果と比較しよう。
Francesconi（2008）は母親の若年出産は子供の
教育水準を有意に低下させることを明らかにして

表６　母親の出産年齢別・子供の生まれ年別の分析：親の生活水準の交差項

母の出産年齢 20 歳以下 21 歳以下 22 歳以下 23 歳以下 24 歳以下 25 歳以下
⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹

パネル A：1940～83 年生　観測数（3962）
若年出産ダミー －0.88* －0.70* －0.49* －0.33* －0.24 0.01
　×低生活水準ダミー （0.29） （0.25） （0.19） （0.16） （0.15） （0.14）
若年出産ダミー －0.56* －0.40* －0.25 －0.08 0.05 0.07
　×中生活水準ダミー （0.27） （0.18） （0.14） （0.12） （0.10） （0.10）
若年出産ダミー －0.67 －0.51 －0.20 －0.18 －0.16 －0.09
　×高生活水準ダミー （0.40） （0.35） （0.25） （0.22） （0.18） （0.16）
若年出産の割合 3％ 6％ 10％ 17％ 25％ 35％
決定係数 0.264　 0.263　 0.262　 0.262　 0.261　 0.261　

パネル B：1960～83 年生　観測数（1935）
若年出産ダミー －1.80* －1.45* －0.88* －0.54* －0.42* －0.20
　×低生活水準ダミー （0.52） （0.37） （0.27） （0.25） （0.23） （0.23）
若年出産ダミー －0.52 －0.56 －0.31 －0.02 －0.02 －0.05
　×中生活水準ダミー （0.44） （0.30） （0.22） （0.17） （0.14） （0.14）
若年出産ダミー －0.03 －0.05 0.19 0.14 －0.13 －0.20
　×高生活水準ダミー （0.75） （0.57） （0.35） （0.30） （0.24） （0.21）
若年出産の割合 2％ 4％ 7％ 13％ 23％ 33％
決定係数 0.217　 0.218　 0.217　 0.215　 0.214　 0.214　

注： 被説明変数は教育年数である。本調査を用いて OLS で推定した結果である。パネル A は子供の生まれ年が 1940
年から 1983 年に限定し，パネル B は 1960 年から 1983 年に限定した推定結果である。それぞれの観測数は
3962，1935 である。表３の⑸と同じ説明変数で，カッコ内は White の頑健標準誤差である。* は有意水準 5%で
有意であることを示す。
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いるが，Francesconi（2008）と本稿はサンプル
の特性とアウトカムが違う。本稿は子供の生まれ
年が 1940 年から 1983 年生まれで，調査時点で本
人が 23 歳以上である一方で，Francesconi（2008）
は British Household Panel Survey（BHPS）を用
いて，1970 年から 1983 年生まれの調査時点にお
いて 16 歳以上の子供を分析の対象としている。
つまり，本稿と比較してより近年の子供に対する
母親の若年出産の影響を分析している。また，
Francesconi（2008） は 高 校 卒 業 程 度 を 表 す
A-level を子供の教育水準の指標として使用して
いる。したがって，本稿と Francesconi（2008）
を単純に比較することはできないが，本稿の表 7
の FE で推定した結果は Francesconi（2008）と
異なり，比較的近年に生まれた子供に対する母親
の若年出産の影響は有意ではない。表には掲載し
ていないが，アウトカムを大学卒業ダミーにして
も結果は変わらない。

Ⅶ　結　　論

本稿は，2 つのアンケート調査を用いて，母親
の若年出産が子供の教育水準に与える影響を推定
した。分析の結果，次の 4 点が明らかとなった。

第一に，子供の 15 歳時において経済水準が高い
母親が若年出産した場合，子供の教育水準に影響
を与えない。第二に，母親の出産に関する選好を
制御すると，若年出産の負の影響は有意でなくな
る。第三に，観察できない兄弟姉妹間で共通の要
因を制御すると，母親の若年出産は子供の教育水
準に影響を与えない。第四に，母親の若年出産の
一時的影響と恒常的影響を合わせても，母親の若
年出産は子供の教育水準にほとんど影響を与えな
い。これらの結果は，何歳を若年出産とするかの
基準を変えても，さらに，子供の教育水準を大学
卒業したかどうかのダミー変数にしても変わらな
い。以上の結果から，本稿は若年出産に起因する
直接的影響はないと結論づけた。

以上の分析結果は，子供の教育水準を向上させ
るためには，若年出産を抑制する政策よりも，子
育てを経済的に支援する政策が効果的であること
を示している。しかしながら，貧困家計に対する
経済的支援が子供の教育水準に影響すると考える
のは短絡的であろう。なぜなら，経済的支援が子
供のために使われるとは限らないからである。

本稿で明らかにできなかった課題を整理してお
く。第一に，親の経済水準と母親の若年出産の意
思決定の因果関係である。本稿では，若年出産し

表７　母親の出産年齢別・子供の生まれ年別の分析

母の出産年齢 20 歳以下 21 歳以下 22 歳以下 23 歳以下 24 歳以下 25 歳以下
⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹

パネル A：1940～83 年生　個人数（1769），家族数（668）
OLS －0.42 －0.28 －0.16 －0.24 －0.07 0.00

（0.28） （0.23） （0.17） （0.15） （0.13） （0.12）
決定係数 0.273 0.272 0.272 0.273 0.272 0.272
FE －0.04 －0.02 －0.06 －0.11* －0.01 0.02

（0.07） （0.04） （0.06） （0.07） （0.06） （0.06）
決定係数 0.009　 0.009　 0.010　 0.012　 0.009　 0.009　
若年出産の割合 2％ 4％ 9％ 14％ 23％ 31％

パネル B：1960～83 年生　個人数（912），家族数（380）
OLS －0.99* －0.74 －0.51* －0.46* －0.18 －0.04

（0.44） （0.41） （0.26） （0.22） （0.19） （0.17）
決定係数 0.209 0.209 0.209 0.209 0.207 0.206
FE －0.22 －0.12 －0.20 －0.30 －0.02 0.05

（0.21） （0.14） （0.15） （0.17） （0.13） （0.11）
決定係数 0.019　 0.019　 0.021　 0.026　 0.019　 0.019　
若年出産の割合 1％ 2％ 6％ 11％ 20％ 29％

注： 被説明変数は教育年数である。親子調査を用いて推定した結果である。パネル A は子供の生まれ年が 1940 年
から 1983 年に限定，パネル B は 1960 年から 1983 年に限定している。  OLS は表４の⑶のモデル，FE は表４
の⑷のモデルと同じである。* は有意水準 5%で有意であることを示す。
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たから親の経済水準は低下するのか，経済水準が
低い親が若年に出産するのかを明らかにできな
かった。第二に，どのような母親の選好が若年出
産の意思決定に影響を与えているのかを解明する
ことである。この分析では，母親の選好が時間に
ついて変化するのか否かも論点になる。

母親の若年出産は，母親本人だけでなく子供に
も関係する問題である。しかも，少子化が進んで
いる日本において将来懸念される問題でもある。
しかしながら，若年出産の実態や影響を分析した
研究は非常に少ない。若年出産を選択する親の特
性や就業状況など明らかでないことが多い。今
後，本稿で明らかにできなかった点を含めて，日
本における若年出産の実態と母親自身と子供に対
する影響に関する研究の蓄積が望まれる。

＊本稿の作成にあたって，大竹文雄教授（大阪大学）より懇切
丁寧にご指導を頂いた。大垣昌夫教授（慶應義塾大学），川
口大司准教授（一橋大学），坂本和靖准教授（慶應義塾大学），
佐々木勝准教授（大阪大学），田中隆一准教授（政策研究大学
院大学），戸田淳仁氏（リクルートワークス研究所），中村二
朗教授（日本大学）から詳細なコメントを頂いた。また，本
誌の匿名レフェリーのコメントは改訂にあたりとても有益で
あった。本稿は，2009 年関西労働経済学コンファレンス，第
4 回応用計量経済学コンファレンス，2009 年日本応用経済学
秋季大会，2010 年人口高齢化と家計行動研究報告会，大竹・
佐々木ゼミにて報告し，参加者から有益なコメントを頂い
た。分析にあたり大阪大学 21 世紀 COE プログラム「アン
ケート調査と実験による行動マクロ動学」およびグローバル
COE「人間行動と社会経済のダイナミクス」から『くらしの
好みと満足度についてのアンケート』と『親子調査』の個票
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員として資金助成を得て行われた。ここに記して感謝を申し
上げたい。

1）　例えば，Manski et al.（1992）は家族構成，Black, Devereux 
and  Salvanes（2005）は兄弟数に注目し，それらが子供の教
育水準に影響を与えていることを明らかにしている。

2）　UNICEF（2001）によれば，15 歳から 19 歳の女性のうち
20 歳未満で出産を経験した割合は，アメリカ 5％，イギリス
3％，日本は 0.5％である。

3）　母親の若年出産をトリートメント，子供の教育水準をアウ
トカムとすると，トリートメントを受けた人の平均トリート
メント効果（Average Treatment Effect on Treated: ATT）
を推定することが本稿の目標と解釈することができる。ATT
を Propensity Score Matching 法で推定した結果は，窪田

（2011）を参照されたい。
4）　 条 件 付 き 独 立 の 仮 定 を CIA（Conditional Independent 

Assumption）と呼ぶ。
5）　CIA からみた OLS の推定値の解釈や評価については

Angrist and Pischke（2009）を参考にされたい。
6）　例えば，Holmlund（2005）や坂本（2009）を参照されたい。
7）　当然，親の恒常的経済水準は誤差項と相関する内生変数で

ある可能性がある。この点は本分析の限界であり，今後の課
題としたい。

8）　計画性に注目した研究として，例えば，Ameriks, Caplin and 
Leahy（2003）は個人の計画性は投資行動を通じて資産蓄積
に影響を与えることを明らかにしている。

9）　当然，何歳で子供を出産するか，次の子供を何歳で産むか
という意思決定も内生変数である可能はある。この点は本稿
の分析の限界であり，今後の課題である。

10）　Francesconi（2008：104）を参照されたい。
11）　1945 年における人口動態統計の統計が存在しないので，

図 1 の人口動態統計の 1945 年の数値は 1947 年で代用してい
る。図 5，図 6，図 7 も同様である。

12）　坂本（2009）は兄弟数が 1 人の家計を含めて分析している。
13）　本調査と親子調査の兄弟数を比較した統計は窪田（2011）

の表 1 を参照されたい。
14）　分析には，親が離別，死別，再婚をした家計が含まれてい

る。母子家庭や父子家庭で育った子供も分析対象であるが，
これらの情報を得られない。

15）　この質問は 15 歳ころの生活水準を質問しているが，本稿
はこれを親の恒常的経済水準と解釈して分析を行う。

16）　詳しい推定結果は，補論の窪田（2011）の表 A1 に掲載し
ている。

17）　家族間の固定効果が等しいか否かの F 検定の結果，固定
効果が家族間で等しいという帰無仮説を 1％の有意水準で棄
却し，さらに，特定化の検定であるハウスマン検定の結果，
ランダム効果モデルの推定値が有効という帰無仮説を 1％の
有意水準で棄却する検定結果を得たので，FE の結果のみを掲
載している。

18）　668 家族のうち家族内に 21 歳以下で出産した子供がいる
家族は 66 家族である。詳しい統計は窪田（2011）の表 A2 に
記載している。

19）　若年出産した母親の第一子と第二子の年齢差の標準偏差は
2.06 で，非若年出産した母親のそれは 1.58 である。

20）　このほか，母親の出産経験年齢別・子供の生まれ年別の分
析も行った。1960 年から 1983 年に限定し，母親の出産経験
が 20 歳以下で係数が負で有意になる以外，母親の出産経験は
子供の教育水準に影響を与えない。詳しくは窪田（2011）の表
9 を参照されたい。

21）　Ⅱの図 2，図 3，図 4 を参照。
22）　坂本（2009）の結果と本論文のデータによる Propensity 

Score Matching 法の推定結果の比較については，窪田（2011）
を参照されたい。PSM 法の結果は，基本的に親の属性や経済
水準をコントロールした OLS の結果と同様である。
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